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総論 

 歴史的な原油高騰と食糧不足が世界を覆っています。原油の高騰は、投機マネーの影響も

あるのでしょうが、地球は、人類６５億人が豊かに生活できるほど大きくない可能性もあり

ます。地球規模の気候変動が起きている中、日本の安全保障上も現在の事態を深刻に受け止

めています。新潟県は、「農業大県」とも言われますが、耕作放棄地、低未利用地が耕作地

の１割にも及びます。農林水産業で十分な生計が立てられないため、後継者不足に見舞われ、

その持てる力を十分に発揮できないためです。これは、非常にもったいない状況であり、４

０％程度で推移する日本の食糧自給率を向上させ、安定した社会を構築するためには、農林

水産業に従事することによって将来に希望持てる所得が得られる社会を、また環境に優しい

社会をつくるための制度変革が緊急に必要です。

 少子・高齢化や経済のグローバル化など社会の仕組みが急速に変わっていく中で、若者が

未来に夢を持ち、誰もが安心して暮らせる豊かな新潟県を実現するため、「夢おこし」政策

プランを作成し、実行に移しています。次の任期期間中においては、環境の変遷を的確に捉

えながら、政策プランを改善・運用し、政策協定を含めて皆さんから期待された使命を果た

したいと思います。

 同プランを実現させるにあたっては、まず、中越大震災及び中越沖地震などの災害の復

旧・復興および防災対策を速やかに実施します。そして、新潟県の持っている潜在能力を引

き出し、県民みんなが一緒になって「夢おこし」することができる県民共同参画型の県政を

推進します。 

 三位一体の改革（地方分権改革）以降の道州制議論は、地方と国の役割分担を議論せずに、

単に「区割りの議論」のみが先行しています。私は地方から「中央政府に物を言う」という

姿勢で地方行政を行わなければ、東京一極集中が加速し、「地方の時代」というのはかけ声

倒れに終わる危機感を持っています。明治以来の中央集権国家体制が変質しようとしている

今、地域が立ち上がる姿勢をしめすことこそ重要だと考えるからです。 

 私は中央政府と地方自治体での経験を生かし真の地方自治を確立するために、全力を尽く

します。 そして、住民と政治の距離を近づけ、自主独立で責任ある行動を促し、地域の個

性と住民の創意工夫を活かすために、「地域主権」を提案します。

 具体的には、３つの柱、すなわち「将来への展望を切り開く地域経済の自立」と「安心・

安全で、一人ひとりが大切にされる社会の実現」と「地域主権・財政構造改革の推進」を基

本とします。 
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１． 将来への展望を切り開く地域経済の自立（産業夢おこしプラン） 

 

 産業は、新潟県の未来の夢をはぐくむ力の源泉です。しかし、新潟県の地域産業や市街地

の商店街は、空洞化が進み、どこも衰退の危機に陥っています。若者たちが地元で活き活き

と働くことのできる場を確保することが何よりもまず重要です。 

 高福祉、高負担でも、スウェーデン・フィンランドといった北欧諸国は、力強い経済成長

を続けています。これは、多くの税金を納めてくれる企業が育っているためです。「産業は

福祉の糧」と言われます。新潟生まれ、新潟育ちの私ですから、ふるさと新潟に、新規企業

創業や第２創業支援を積極的に行い「金の卵を産むニワトリ」を育てます。これにより、雇

用の創出も併せて可能となります。若年者の雇用機会の創出も念頭に置き、成長分野に重点

的な産業政策を実施するとともに、農業、建設業という地域の基幹産業の振興を実施します。

新潟を大陸とのゲートウェイ化し、産業振興を行うとともに、「観光立県」を目指し、ふる

さと新潟を創生します。 

○地場産業育成に取り組みます。

 新潟には、ものづくりを中心とする地場産業をはじめ優良なビジネスの種を育んでいる中

小・零細企業が数多く存在します。その振興はもちろん、さらに新潟本社企業を数多く設立

すべく、新規企業創業や第２創業支援を行います。その際、これら地場製品をまず、県庁が

率先して調達することとします。また、金融面の整備も行います。そして、地場企業の夢を

実現するお手伝いを最優先で実施します。

○中小企業の経営安定を支援します

 景気の後退と原材料の高騰は、下請的立場にある多くの本県中小企業の経営を圧迫してい

ます。収益が確保できる取引ルールの確立と売上げを確保する公共調達の拡大により、地域

の雇用と経済の担い手である中小企業の振興を図ります。

○産業の高付加価値化を進めます。

 成長分野（健康関連産業、食品産業、医療福祉産業、交流産業、情報産業、コンテンツ産

業、極東資源開発による新しいエネルギー産業等）に重点的な産業政策を実施します。

これらの企業が円滑に事業を拡大できるように研究開発による支援や販路開拓支援を強力

に実施します。そして産業の高付加価値化を図ります。

○農林水産業を支援します 

 食糧自給率を向上させ、安全で安心な食材を食卓に届けることは、農林水産業政策の基本

です。2005年10月に制定した「にいがた食の安全・安心条例」の更なる活用をします。生産

基盤の整備を進めるとともに、豊かな自然環境を守るために不可欠な中山間地域等直接支払

制度の継続と農家の所得保障政策の実施を国に要請します。地産地消を基本とし、新潟米ブ

ランドの販売支援体制の再構築による高付加価値化戦略を実施します。不作付け地を利用し、

米粉用や飼料用等の非主食用稲の作付けを安定・継続的かつ積極的に展開します。若者の営

農を重視し、専業農家及び山村小規模農家を大切にします。中山間地域振興対策としての農

業施策を充実するとともに水産業及び林業の振興を行います。
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また、グリーン･ツーリズムなど地域資源を活かした取組もあわせ支援します。

○新潟のブランド化と広報の一元化を進めます

 国内市場はもちろんのこと、アジアを中心とした国際市場に対しては、中国などを競争相

手だと思うと競争は厳しくなりますが、中国をマーケットだと思えば、売り上げ増加が期待

できます。中国市場はじめ国際市場で勝てる新潟のブランド化とその宣伝のための投資を行

い、私自らセールスの先頭に立ちます。 

このため、企業誘致広報、農産品紹介、観光イベント紹介など個別に行われていた広報機能

を一元化します。

○インフラ整備及び経営強化を推進します

ふるさと発展のための環境整備を行います。

地域振興策と連動しつつ空港アクセスについては、新幹線乗り入れも視野に入れ検討を進め

ます。また、信越本線のミニ新幹線化を含む一般鉄道高速化等を行うとともに在来線の経営

強化について引き続き検討します。

 新潟港･直江津港など港湾及び関連背後地の整備・機能強化します。日本海側での中核港

湾を新潟県が持てるよう関係者に働きかけます。日本海横断フェリー航路の実現を目指しま

す。

○北東アジア交流圏の表玄関化及びLCC（低価格航空会社）の誘致を進めます

  中国各都市等への定期便（航空路）の就航、観光客誘致を促進します。首都圏等を後背地

に持つ特徴を活用した低価格航空路線の誘致を進めます。交流の円滑化を図るため空港など

の手続きの利便性向上を図ります。航空会社の設立も課題としながら羽田、佐渡の航空路開

設に取り組みます。

○若年雇用対策に取り組みます

  中小企業の経営安定、産業育成を通して、若年雇用対策を強力に推進します。 

○就労の機会を増加させるよう企業誘致を進めます 

 働く場を確保し、収入を確保し、税源の涵養を行って新潟県を自立させるため、積極的に

企業誘致を行います。例えば、健康で長生きを支援する健康産業を新潟へ。企業ニーズに合

致した誘致戦略を実施します。防災のために本社機能の一部を地方に持っていく企業の誘致

に取り組みます。

○スポーツ、文化、観光、コンベンション等を通じて交流人口の拡大を図ります

 国体の開催を契機としてスポーツの振興を図り、幼児・高齢者の健康増進から一流のプロ

アスリート育成まで、健康・スポーツ産業の育成を図ります。佐渡の世界遺産登録、糸魚川

のジオパーク登録への働きかけなど文化的な魅力を高めます。また、食、自然、イベントな

ど、新しい観光資源の再発見・開発を行います。加えて新潟の魅力発信に役立つコンベンシ

ョンを積極的に開催します。これらを総合的に振興することにより、「交流産業」を振興し、

「観光立県」を目指します。
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２．安心・安全で、一人ひとりが大切にされる社会の実現         

（くらし夢おこしプラン） 

 

 少子化や高齢化がこれ以上進むと「地域に子供たちの元気な声が聞こえない街や村」にな

ってしまい、地域の活力が失われてしまいます。

 近年、地球温暖化が進行し、気候が荒くなっていることを感じます。日々の生活の中で環

境に優しい社会を形成するとともに、日頃から危機管理の重要性を認識して備えを行えば憂

いなしです。ここ数年引き続いた災害復旧に全力を尽くすとともに、災害に強いふるさと作

りを強力に進めます。

 安心・安全な社会の実現は、極めて重要な課題であり、「弱い人に力と光を」与えること

なしに安定した社会を構築することは困難です。様々な人たちが支え合い、皆が大切にされ

る社会を実現するために女性の社会参画の促進を支援していきます。あわせて、女性が働き

やすい環境整備に努めます。子供の頃は、鍵をかけないで出かけるのが当たり前でした。と

ころが最近は、様々な犯罪が発生しています。私は、健全な地域社会が存在する昔ながらの

新潟の良さを取り戻したいと思います。

 これらの課題は、私一人で対応することは困難です。多くの皆さんや専門家を含む多くの

方の意見を踏まえて、実施していきます。その際、単なるコストカットでない、選択と集中

による行政事務の効率化、県民参加型県政としてこれらの行政を進めていきます。

○拉致問題の全面解決に全力を尽くします 

 拉致はあってはならない国家犯罪です。県民の生命・財産の保護は、知事が行わなければ

ならない最大の使命と考えます。万景峰号の無制限の入港は、国とも連携しながら、不信と

不安が募らない形にする必要があります。全ての拉致被害家族が納得がいくように、全面解

決に向けて、全力で取り組みます。 

○危機管理体制の整備を更に進めます

 県の危機管理担当部署に、２４時間体制で県内を監視し、緊急時に即行動するための設置

した専門チームの能力を有効活用するため危機管理センターを的確に稼働させます。また、

緊急時の情報伝達の仕組み（システム整備を含む）を行います。 

○防犯対策及び災害に強いふるさとづくりを進めます

 この度の中越大震災及び中越沖地震はじめ各地の災害の復旧復興に全力を尽くすことに

加えて、災害を未然に防ぐため、中小河川整備など治山治水対策に力を入れます。建設業は

農業とともに地域の基幹産業であり、災害に強いふるさとづくりに連携をとって行きます。

また、県民の命と財産を守り、災害に強い安心な新潟県をつくるためには、ハードとソフト

の両面からの対策が必要です。河川や道路等の着実な改修や整備を進めるほか、これら施設

の維持管理、維持補修を確実に行います。さらに施設・建物の耐震強化を進めるとともに、

ソフト対策として、地域の防災活動や防犯活動を促進し、家庭、地域コミュニティー、企業

等の防災力の向上を支援します。 
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恒常的に発生している騒音問題を軽減するため新潟空港3000ｍ化、更には抜本的な解決のた

め沖合展開等を目指します。

○地球環境保全対策を強力に進めます

 ごみ半減運動に取り組み、環境に負荷の少ない循環型の地域社会作りを行い、地球温暖化

対策を充実させます。中山間地は地球環境保全対策として重要であり、緑化をすすめるとと

もに情報発信に努めます。湖沼の浄化にも配慮します。

 また、朱鷺の放鳥が行われた佐渡で国際的なエコモデル地域を目指し「県版カーボンオフ

セット」をモデル事業として推進するとともに、環境負荷の少ない発電、電気自動車活用な

ど地球環境保全対策を積極的に導入支援します。そして、県内各地のみならず県外、国外に

成果を普及させていきます。 
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